





















































































































































































1965 7，004 14，015 6，950 7，065 61 0．4351
75 42，028 90，279 48，153 42，126 98 0．1089
85 88，810 199，743110，653 89，090 280 0．1399
95 151，829354，853202，670152，183 354 0．0997
96 158，301370，663211，881158，782 481 0．1298
97 160，995390，917229，571161，346 351 0．0898
98 168，433403，966234，277168，689 255 0．0631
99 196，124418，653222，310196，343 219 0．0525
2000 201，222426，090224，661201，429 207 0．0487































































































































195565 75 85 95 2002002－551975－552002－75
大費目数 7 7 7 7 8 7 ±0 ±0 ±0
府嚢 目　数 20 23 26 28 35 41 十21 十6 十15
????
うち公債費 1 2 6 7 11 18 十17 十5 十12
総単位数 28 35 34 46 55 64 十36 十6 十30
????大費目数 7 7 7 7 8 7 ±0 ±0 ±0
費　目　数 19 26 31 32 37 43 十24 十12 十12
うち公債費 1 4 9 10 12 20 十19 十8 十11

























































195565 75 85 95 20012001－1955200H975
????
補正の種類（大項目） 6 8 8 8 8 8 十　2 ±0
同　　（小項目） 6 10 13 13 14 15 十　9 十2
補正適用単位数 26 33 38 43 49 55 十29 十17
補正適用総数 64109119137168150 十86 十31
うち事業費補正 0 5 4 7 11 10 十10 十6
????
補正の種類（大項目） 2 5 8 8 8 8 十　6 ±0
同　　（小項目） 5 914 14 15 15 十10 十1
補正適用単位数 24 34 46 49 57 61 十37 十15
補正適用総数 59100173184222180 十121 十7



























































































































































































年度 基準財政需要額 基準財政収入額 事業費補正 公債費
1955（a） 4．6 3．2 一 0．1
1979（b） 7．6 4．5 0．2 0．3
1984（c） 7．5 5．0 0．2 0．5
1990（d） 8．1 5．6 0．3 0．3
2001（e） 9．3 5．6 0．6 0．8
1979－55（b－a） 十3．0 十1．3 ＋0．2（皆増） 十〇．3
1984－79（c－b） ▲0．2 十〇．6 十〇．0 十〇．2
2001－84（e－c） 十1．9 十〇．6 十〇．4 十〇．3
2001－90（e－d） 十1．3 ▲0．0 十〇．3 十〇．5
2001－55（e－a） 十4．7 十2．4 ＋0．6（皆増） 十〇．7
（注）名目GDPは、1979年度まで68SNA、1980年度以降は93SNA
（資料）自治省財政局編『地方交付税制度沿革史　1・2』
　　総務省編『地方交付税関係計数資料（各年度版）』
終章　問題の解決に向けて
　地方交付税をめぐっては、多くの問題点が指摘されるだけでなく、大都
市圏と地方圏の対立構図がある。その背景として、大都市圏自治体の財政
状況が悪化し行政サービスが低下していること、地方圏との所得格差の縮
小、地方圏から大都市圏への移動の減少、いわゆるナショナル・ミニマム
がある程度整備されたとの考え、などがあげられる。そして極端な例とし
ては、地方交付税廃止論までみられる。それほど、大都市圏住民の地方交
付税への不満や不信は大きく、実際に投票行動にも表れはじめている。
　しかし、少なくとも単一制国家のもと、地方交付税制度かあるいはそれ
に準じた財政調整制度は不可欠である。そのため、税のあり方を含めた地
方交付税制度の抜本的な改正の議論も大切である。しかし、抜本改革は合
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意形成に時間を要する課題であり、あわせて当面の間題点を解決していく
ことも重要である。
　序章でも述べたように、地方交付税制度には多くの問題点が山積してい
る。そのなかでも、本稿でとりあげた中央政府による配分の恣意性・補助
金化の問題は、重大なもののひとつである。配分の恣意性・補助金化は、
とくに不交付団体に住む大都市圏住民にとって許容できない問題であろう。
しかも、恣意性や補助金化は、地方交付税総額の膨張を背景として、着実
に進んでいることが本稿で明らかとなった。また、必ずしも恣意性や補助
金化とまではいえないが、配分はかなり複雑化していることも忘れてはな
らないだろう。
　こうした問題の解決は、一気にできるものではない。たとえば基準財政
需要額の算定に際して、突然公債費をすべて廃止するということは現実的
でない。今後、公債費の費目の追加を行なわないことや、既存費目でも新
規分を認めないことなどから着手するしか、現実にはありえないだろう。
　そこで大切なことは、まず地方交付税の目的や果たすべき役割といった
ことを、原点に戻り見つめなおすことである。それがなければ、地方交付
税の存立を脅かす問題点のひとつは、解決に向かうことはできないであろ
う。
（1）　地方交付税の問題点について、詳しくは浅羽（2002）を参照せよ。
（2）　地方交付税の占める割合については、注意が必要である。それは、地方自治体に
　よって、地方交付税に依存する度合いに大きな格差が存在することである。
　2000年度の各都道府県の決算（市町村分は含まない）をみると、地方交付税にまっ
　たく依存しない東京都から、もっとも地方交付税の占める割合の高い和歌山県の
　36．4％まで、大きな違いがある。
（3）　地方財政計画に計上される地方税の見込額は、本文のほか、徴税率などを考慮し
　て算定されている。他の歳入項目についても、本文はその本質部分を抜き出したも
　のである。
（4〉　臨時財政対策債による地方交付税の一部の代替方法は、基本的に基準財政需要額
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　　の操作で行なう。たとえば2002年度の道府県分では、経常経費については企画振興
　　費とその他諸費、投資的経費についてはその他土木費とその他の諸費を、単位費用
　　の削減などによってそれぞれ臨時財政対策債への振替分だけ減らしている。
（5）　自治省財政局編（1996）pp．39－42
（6）　基準財政需要額算定の際に標準とされる道府県は、人口170万人（うち市部90万人、
　　町村部80万人）、世帯数63万世帯、面積6，500knf、市数10、町村数75である。そし
　　て警察については、警察本部1本部、警察学校1校、警察署22署、交番60所、駐在
　　所220所、警察官2，821人である。測定単位や単位費用などについて詳しくは、地方
　　交付税制度研究会（2001）を参照。2002年度の概要は、総務省（2002）『平成14年度
　　各行政項目別単位費用算定基礎』による。
（7）　段階補正とは人口や面積に経費が比例しない費目について補正するもの、寒冷補
　　正は寒冷・積雪による増加経費を補正するものである。態様補正とは、都市化の度合
　　いや公共施設の整備状況など財政需要が異なる状況を反映させるもので、普通態様
　　補正、経常態様補正、投資態様補正に分かれ、さらに投資態様補正には投資補正と
　　事業費補正に分かれる。このほか、主な補正係数として、測定単位に種類があり経
　　費が異なる状況を反映させる種別補正、人口密度の違いで経費に多寡が生じるもの
　　を反映させる密度補正、人口急増に伴う費用の増加を勘案する人口急増補正、人口
　　の急減を反映させる数値急減補正などがある。
（8）　地方交付税法第10条3項では、8月末までに決定しなければならないことになっ
　　ているが、実際は7月中には決定している。たとえば2001年度分は2001年7月31日
　　に閣議報告され、その後各自治体に通知された。
（9）　たとえば地方交付税法第13条11項では、r前各項に定めるもののほか、補正係数の
　算定方法につき必要な事項は、総務省令で定める」としている。一方、費目や項目
　　の変更には、地方交付税法の改正が必要である。単位費用については、国会の閉会
　　中のみ政令で変更可能だが、次の国会で法改正する必要がある。
（10）　普通交付税の交付団体は、交付税による地方債の元利償還措置（事業費補正分）
　が不交付団体に比べきわめて高い伸びを示している。これは、将来の元利償還保障
　　の存在が、交付団体にとって事業選択の重要な要因となっている傍証といえる。
（11）　2002年度の大費目には、道府県分では警察費、土木費、教育費、厚生労働費、産
　業経済費、その他の行政費、公債費があり、市町村分では、消防費、土木費、教育
　費、厚生費、産業経済費、その他の行政費、公債費がある。
（12）　1961年度と1968年度に災害復旧費が大きく上昇している。これは、両年度におい
　て繰上償還分を公債費として基準財政需要額に算入したことが原因である。
（13）　特定債償還費とは、公共事業費等特定の事業費の財源に充当するために発行を許
　可された地方債の元利償還費のことである。
（14）　臨時財政対策債は地方交付税を補完するものであり、注（4）で示した通り、基準
　財政需要額算定の際にも組み込まれている。そのため、地方交付税の規模をみる場
　合には、含めて考えるべきであろう。
（15）　歳出のなかには実態の伴わない部分も存在している。地方財政計画の歳出と実態
　が大きく乖離している費目に、投資的経費（うち単独事業）がある。地方財政計画
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に示された投資的経費（うち単独事業）の歳出額は、実際の歳出額よりもかなり大
きい。たとえば、2000年度の同費目の地方財政計画は18．5兆円だが、実際には
11．9兆円である。実態を計画に反映させれば、充当率などによって額は変わるが、
2000年度でみると3～4兆円前後は地方財政計画における地方債発行額を抑制でき
たと思われる。そして、地方財政計画と実態の乖離の残った数兆円については、地
方交付税が削減されていたはずである。
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